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(百万円未満切捨て)
１．平成30年８月期の連結業績（平成30年１月１日～平成30年８月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年８月期 107,932 － 6,006 － 5,012 － 3,169 －
29年12月期 114,291 149.3 5,867 － 3,303 － 427 －

(注) 包括利益 30年８月期 3,237百万円( －％) 29年12月期 2,713百万円( －％)
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

30年８月期 52.77 52.71 23.5 4.0 5.6
29年12月期 21.21 21.12 5.4 4.6 5.1

(参考) 持分法投資損益 30年８月期 19百万円 29年12月期 125百万円
　

（注）平成30年８月期は、決算期変更に伴い８か月決算となっております。このため対前期増減率については記載しておりません。
　

（２）連結財政状態
総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

30年８月期 125,937 15,004 11.9 249.07
29年12月期 125,918 12,152 9.6 200.32

(参考) 自己資本 30年８月期 14,959百万円 29年12月期 12,030百万円
　　

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

30年８月期 10,078 △5,486 △3,922 13,708
29年12月期 12,404 △59,523 58,150 13,010

　　　

２．配当の状況
年間配当金 配当金総額

(合計)
配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

29年12月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － －
30年８月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － －
31年８月期(予想) － － － － － －

（注）平成31年８月期の配当につきましては、現時点において未定であります。

３．平成31年８月期の連結業績予想（平成30年９月１日～平成31年８月31日）
(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり当期純
利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 170,000 － 8,000 － 6,500 － 3,000 － 49.95

（注）前期決算期変更による８か月決算（平成30年１月１日から平成30年８月31日）のため、対前期増減率を記載して
おりません。
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※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 有

　 新規 １社 (社名)USEN-NEXT Design(株) 、除外 －社 (社名)－
　

　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 30年８月期 60,060,011株 29年12月期 60,057,011株

② 期末自己株式数 30年８月期 －株 29年12月期 －株

③ 期中平均株式数 30年８月期 60,057,393株 29年12月期 20,163,347株
　　

(参考) 個別業績の概要
平成30年８月期の個別業績（平成30年１月１日～平成30年８月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年８月期 4,414 － 1,355 － 331 － 433 －

29年12月期 46,219 5.4 958 － 816 － 13 －
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

30年８月期 7.22 7.21

29年12月期 0.66 0.66
　

（注）平成30年８月期は、決算期変更に伴い８か月決算となっております。このため対前期増減率については記載しておりません。

　

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

30年８月期 106,412 11,778 11.1 196.11
29年12月期 108,071 11,330 10.5 188.66

(参考) 自己資本 30年８月期 11,778百万円 29年12月期 11,330百万円
　　　

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です
　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっ
ての注意事項等については、２ページ「１．経営成績等の概況（１）当期の経営成績の概況」をご覧ください。
（決算補足資料の入手方法について）
平成30年８月期 決算補足資料は、平成30年10月18日当社ホームページに掲載する予定です。
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１．経営成績等の概況

当連結会計年度における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用関連会社)の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フロー（以下、「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

なお、当社は決算期変更に伴い、当連結会計年度は８ヶ月間の変則決算となっております。このため、前年同

期との比較は行っておりません。

（１）当期の経営成績の概況

当社グループにおいては、BtoB市場では主軸事業である音楽配信サービスの提供先である業務店を始め、ホテ

ル・病院・ゴルフ場や中小オフィスといった様々な顧客が当社グループにとっての最大の資産であると考えてお

ります。

これらを最大限に活用するとともに、経営統合により拡大した事業領域における様々な顧客ニーズや課題をワ

ンストップで解決するソリューション提供企業としての地位を更に確固たるものとするための取り組みに注力し

ております。

当連結会計年度においては、既存事業の強化を図るとともに、高成長事業と位置付ける電力を中心としたエネ

ルギー事業への取り組みや店舗向けIoTを始めとするサービスラインナップの充実にも積極的に取り組んでまいり

ました。

電力小売り、お店のリスクをまとめて補償する損害保険の取り扱いを始め、中国大手のアクワイアラー・プラ

ットフォーマーであるLakala社の日本法人、㈱ラカラジャパンと業務提携契約を締結し、当社傘下のグループ企

業を通じて「Alipay（支付宝／アリペイ）」、「WeChat Pay（微信支付／ウィーチャットペイ）」といった中国

の主要電子決済サービスの取扱いが可能となりました。

更に、㈱リクルートとは、中小企業、とりわけ飲食店を中心とした業務店領域での労働生産性向上およびIT化

促進を目指し、相互の業務支援ビジネスの連携、取り組みの強化を目的とし業務提携契約を締結しました。

これらによって、開業準備から開業、繁盛店作りという店舗の抱えるすべての課題を解決するワンストップソ

リューションの提供が可能となり、当社グループにとって最大の資産である様々な顧客のニーズや課題解決の一

助になるものと期待いたしております。

また、同じく高成長事業と位置付けるコンテンツ配信事業においては、映像配信サービス（ビデオ・オン・デ

マンド）の市場規模が順調に拡大していることから、一層の事業規模の拡大を図るために、サービスの拡充、新

規顧客の獲得に取り組んでまいりました。

なお、経営統合により事業領域が拡大したことから、報告セグメントを、「店舗サービス事業」、「通信事

業」、「業務用システム事業」、「コンテンツ配信事業」、「エネルギー事業」、「メディア事業」の６セグメ

ントといたしております。

この結果、当社グループの当連結会計年度における業績は、売上高107,932百万円、営業利益6,006百万円、経

常利益5,012百万円、また、親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、3,169百万円となりました。

当社グループの各セグメント別の売上高及び営業利益は以下のとおりであります。
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＜店舗サービス事業＞

店舗サービス事業は、連結子会社の㈱USEN、㈱ユーズミュージック、㈱USENテクノサービスが運営しており、

音楽配信を始めとする店舗ソリューションの提供・販売・施工、音楽著作権の管理・開発等を行っております。

店舗サービス事業は、当社グループの事業の主軸であり、その安定的な収益基盤を軸に、店舗のIoT市場の開拓

を積極的に進めていく方針であります。このため、特に、業務店向け市場において顧客との取引の維持拡大、新

規顧客の獲得及びブランド力の向上に取り組んでまいりました。

業務店・チェーン店向けには、店舗及び商業施設向けサービスのラインナップの充実を企図し、音楽配信サー

ビスやIoTサービスを中心に開業支援や事業環境の構築から集客・販売促進までトータル的なソリューションの提

供やサポートを提案してまいりました。

店舗及び商業施設向けサービスの主なラインナップとしては、多機能×低価格なタブレットPOSレジである「U

レジ」、飲食業界の課題であるスタッフ不足やインバウンド対応を解決するためのサービスとしてお客様自身が

注文できる「Uレジ」のオプション機能「UレジTTO」、店舗アプリ作成サービス「UPLink」、業務店向けWi-Fi サ

ービス「USEN SPOT」やチェーン店向けWi-Fi サービス「USEN SPOT Enterprise」、スマートフォンやタブレット

で簡単接続＆操作で話題のIPカメラ「Viewlaシリーズ」、飲食店向け予約サービス「USEN Reservation」、カー

ド決済サービス「USEN PAYGATE」等を取りそろえ、更にオフィス向けサービスとして職場環境を改善するオフィ

スBGM 「Sound Design for OFFICE」やメンタルヘルスケア対策支援のASPサービス「こころの保健室」、㈱USEN

の顧客基盤である飲食店や理美容店、小売店などの事業者向けに少額短期保険の販売等、音楽配信サービスと併

せてこれらの商材の利用促進に注力してまいりました。

更に、㈱リクルートと業務提携により、双方が有するB to B商材の相互取り次ぎなどの取り組みを開始するこ

とを予定しており、店舗及び商業施設向けサービスラインナップの充実と併せて営業体制の強化を図ってまいり

ました。

この結果、店舗サービス事業における売上高は32,600百万円、営業利益は6,063百万円となりました。

＜通信事業＞

通信事業は、連結子会社の㈱USEN NETWORKS、㈱U-NEXT、㈱USEN ICT Solutions、㈱USEN-NEXT LIVING PARTNERS、

㈱U-MX、㈱Next Innovation、 Y.U-mobile㈱が運営しており、ブロードバンドインターネット回線の販売代理店やオフィス

のICT環境構築の提案・販売、 MVNOサービス「U-mobile」のほか、個人向けブロードバンドインターネット回線の提供・販売

を行っております。

ブロードバンドインターネット回線の販売代理は、小規模事業者向けを中心とした新規獲得活動が引き続き堅

調に推移しております。

また、オフィスのICT環境構築においては、「USEN GATE 02」のブランドでネットワーク関連サービスやクラウ

ドサービス、データセンターサービス等を手掛けており、オフィスに特化して、顧客ニーズにマッチした業務環

境改善を提案するとともに、オフィスのICT環境構築をワンストップで提供可能な体制作りに取り組んでおりま

す。

この結果、通信事業における売上高は27,955百万円、営業利益は2,390百万円となりました。
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＜業務用システム事業＞

業務用システム事業は、連結子会社の㈱アルメックスが運営しており、ホテル・病院・ゴルフ場等の業務管理

システム及び自動精算機の開発・製造・販売を行っております。

当該事業の市場環境は、金融緩和による資金需給の改善等に伴い引き続き設備投資需要は増加傾向にありま

す。

ホテル市場においては、2020年東京オリンピックに向け今後更に増加が見込まれる訪日外国人への対応や人手

不足を補完するべく、ITソリューションの導入ニーズの高まりを受けて、引き続きホテル管理システム、自動精

算機等の導入のニーズが高いことから、新商品の市場投入や提案型営業の強化により顧客ニーズを捕捉し、市場

浸透率の向上とシェアの拡大に継続的に取り組んでまいりました。

慢性的な宿泊施設不足解消のため、客室に関する情報を一元管理できる簡易宿泊所向け宿泊管理システム

「innto」をリリースして簡易宿泊所という新たな市場に参入するとともに、台湾の店舗予約サイト『FunNow』を

運営するFunNow Ltd.と業務提携契約を締結して、日本と台湾のレジャーホテルへの相互送客による外国人観光客

の利用促進を図っております。

また、平成27年11月に資本業務提携をしたユニロボット社が扱うAIロボット『unibo(ユニボ)』を、新しく開業

する「変なホテル浜松町」に納入し、「テクノホスピタリティを世界へ」という企業理念のもとに、ホテル宿泊

業界の貢献にとどまらず、病院クリニック、介護施設などヘルスケア業界、そしてグループ各社が強みとする飲

食、小売業界への展開も積極的に取り組んでおります。

更に、機器を導入頂いた後の保守メンテナンスや、顧客ニーズにマッチしたきめ細かいカスタマイゼーション

を大切に、効率的で安定したサービスの提供により顧客との信頼関係を強化し、事業基盤の一層の強化・安定化

に引き続き注力してまいりました。

それらに加えて、新規製品やカスタマイズ製品の品質強化を図るため、開発・製造プロセスやフィールドサー

ビスの改善活動に継続的に取り組んでおります。

この結果、業務用システム事業における売上高は13,911百万円、営業利益は2,506百万円となりました。

＜コンテンツ配信事業＞

コンテンツ配信事業は、連結子会社の㈱U-NEXT、㈱U-NEXTマーケティングが運営しており、映像配信サービス

「U-NEXT」の提供・販売を行っております。

映像配信サービスの市場が活性化する中、引き続きユーザーエクスペリエンスの改良、コンテンツの拡充、マ

ーケットの開拓を進め、引き続き順調に契約者数を伸ばしております。

コンテンツの拡充においては、アメリカの地上波3大チャンネルの1つであるCBS Studios Internationalとの長

期にわたる包括的コンテンツライセンス契約により実現した、「NCIS」全シリーズをはじめとする人気作品の配

信や、「U-NEXT」で提供中の「NHKオンデマンド」において、ロシアで開催したサッカー「2018 FIFA ワールドカ

ップ」の見逃し配信など、ラインナップの満足度向上に積極的に取り組んだ結果、配信作品数が13万本突破、最

新作から名作まで、さらに広く、さらに奥深いラインナップを実現しております。

また、音声リモコンや4K作品に対応した新セットトップボックス（STB）「U-NEXT TV」の販売を開始し、他の

視聴デバイスと比べて視聴時間が長いTVでの視聴の推進を図っております。

更に、ソニー株式会社の4Kブラビア®対応リモコンに「U-NEXTボタン」が搭載されるなど視聴される方々の利便

性向上にも注力してまいりました。

この結果、コンテンツ配信事業における売上高は17,390百万円、営業利益は125百万円となりました。
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＜エネルギー事業＞

エネルギー事業は、連結子会社の㈱USENが運営しております。

エネルギー事業では、業務店の店舗や建物並びに商業施設向けサービスラインナップの一環として取り組んで

おり、高圧および低圧電力を中心に販売を進めてまいりました。

当該事業については、高成長事業と位置付けており将来の主力事業としてより一層成長させるべく、専従の営

業部門を設ける等、積極的な投資並びに営業活動を推進しております。

平成28年９月の立上げ以来契約者数は順調に増加しており、先行投資（固定費）を回収するため、引き続き積

極的な拡販体制を維持し早期の10,000件を達成することで黒字化を目指しております。

この結果、エネルギー事業における売上高は13,743百万円、営業損失は482百万円となりました。

＜メディア事業＞

メディア事業は、連結子会社の㈱USEN Mediaが運営しており、飲食店向け集客支援サービス「ヒトサラ」やウ

ェディングメディア・イベントへの出展、ビューティーマーケット向けのWEBマガジン、フリーマガジンの発行等

を展開しております。

「ヒトサラ」は、料理人（ヒト）と料理（サラ）にフォーカスしたグルメレストラン情報メディアであり、シ

ェフ情報の掲載数及び、シェフがおすすめするお店情報数で国内No１の情報量を誇っております。（※東京商工

リサーチ調べ）。また、関連する書籍の出版等、競合他社との差別化によるメディア力の強化を積極的に進めて

おります。

「ヒトサラ」では加盟店向けサポートデスク業務に、当社のグループ会社の㈱U-NEXTマーケティングのAI（人

工知能）を活用した自動応答サービス「AIコンシェルジュ」を導入することにより、24時間365日、時間に関係な

くお問い合わせ内容に自動応答することができ、加盟店の疑問をスピーディに解消できるようになり、AIによる

自動応答と、オペレーターによる有人対応をスムーズに切り替え、「AIと人」それぞれの得意分野を活かしなが

ら、より加盟店に寄り添った円滑な対応が可能となりました。

更に、訪日外国人向けグルメサイト「SAVOR JAPAN」を運営しており、訪日旅行者向けWEBメディア「tsunagu

Japan」を運営する㈱TSUNAGUと業務提携し、積極的なメディア連携による集客の最大化を図っております。

また、ウェディングメディア「ウエコレ」やスタイリスト探しのWEBマガジン「bangs」など様々な領域への進

出やサービス向上を積極的に進めてまいりました。

平成30年６月に発行した美容メディアのフリーマガジン『bangs TOKYO』では、訪日外国人観光客のニーズに応

えて、外国人ウェルカムサロンのご紹介をはじめ、その場で使える指差しメニューや荷物預かりサービス、グル

メ・カルチャーなど役立つ情報を掲載しインバウンドの取り込みにも注力してまいりました。

この結果、メディア事業における売上高は3,600百万円、営業利益は245百万円となりました。
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（２）当期の財政状態の概況

(資産)

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ18百万円増加し、125,937百万円となりました。

流動資産は、現金及び預金が698百万円増加、受取手形及び売掛金が1,860百万円増加したこと等により前連

結会計年度末に比べて2,943百万円増加し、40,804百万円となりました。

固定資産は、有形固定資産が534百万円増加、無形固定資産が2,184百万円減少及び投資その他の資産が1,275

百万円減少したこと等により前連結会計年度末に比べて2,925百万円減少し、85,132百万円となりました。

(負債)

流動負債は、支払手形及び買掛金が1,393百万円増加及び賞与引当金が648百万円増加、その他が1,575百万円

減少したこと等により前連結会計年度末に比べ368百万円増加し35,867百万円となりました。

固定負債は、長期借入金が3,272百万円減少したこと等により前連結会計年度末に比べて3,201百万円減少し

75,065百万円となりました。

　

(純資産)

純資産は、利益剰余金が2,867百万円増加したこと等により前連結会計年度末に比べて2,851百万円増加し、

15,004百万円となりました。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べて698百万

円増加し、当連結会計年度末の資金残高は13,708百万円となりました。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は10,078百万円となりました。これは主に、税金等調

整前当期純利益を4,345百万円計上、減価償却費4,492百万円、のれん償却額2,281百万円の計上等によるもので

あります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は5,486百万円となりました。これは主に、有形固定資

産の取得による支出3,873百万円及び無形固定資産の取得による支出979百万円等によるものであります。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は3,922百万円となりました。これは主に、長期借入金の返済による支出により

資金が3,615百万円減少したこと等によるものであります。
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（４）今後の見通し

当社グループは、㈱U-NEXT及び㈱USENそれぞれが持つ経営資産である、映像コンテンツ、音楽コンテンツ、IoT

各種商材、ネットワークインフラ、安定した顧客基盤を最大活用する事を企図し、強力な直販体制を今後も維持

しつつ、同時にテレマーケティング、WEBマーケティング、代理店網などの販売チャネル等を最大活用していくこ

とによりグループシナジーを最大化させ、更なるサービス創出力、成長性、利益創出力を強化して参ります。

また、当社グループでは、急速に変化するテクノロジー／社会環境に対し、IoT・AIといったIT技術等を活用し

市場におけるニーズやビジネス機会をいち早く捉え、迅速な意思決定の下で、株主価値及び企業価値の最大化に

取り組むことが重要と捉えております。本取り組みの一環として、ホールディングス体制の下、顧客資産の共有

化・事業会社間の連携強化・専門領域に特化するため、「店舗サービス事業」「通信事業」「業務用システム事

業」「コンテンツ配信事業」「エネルギー事業」「メディア事業」の６つのセグメントにおいて事業価値の拡大

に取り組んでまいります。

なお、キャンシステム㈱を平成30年10月１日付で完全子会社化したことにより、当社グループの経営資源であ

る顧客基盤は大幅に拡大する一方で、未払金やのれん等のコスト増加が予定されております。

以上により、来期の業績の見通しは以下のとおりであります。

（連結） (単位：百万円)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

平成31年８月期（予想） 170,000 8,000 6,500 3,000

平成30年８月期（実績） 107,932 6,006 5,012 3,169

（注）平成30年８月期（実績）は、決算期変更による８か月決算（平成30年１月１日から平成30年８月31日）となっ

ております。

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、配当等につきましては、財政状態、利益の状況、新規投資計画等を総合的に勘案して業績に基づき剰

余金の配分を行うことを基本方針としております。

また、期末配当の年１回の剰余金の配当を行うことも基本方針としており、この剰余金の配当の決定機関は株

主総会であります。

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要政策のひとつに位置づけてはおりますが、平成30年８月期

の期末配当につきましては、経営統合により新たな成長に向けた経営基盤の強化並びに経営環境の変化に対し機

動的に対応することが優先課題であると判断し、誠に遺憾ながら剰余金の配当を見送らせていただくことといた

しました。
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（６）事業等のリスク

以下において、当社グループの事業の状況及び経理の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性が

あると考えられる主な事項及び投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項を記載しております。当社

グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に務める方針で

おりますが、当社の有価証券に関する投資判断は本項及び本書中の本項以外の記載内容もあわせて、慎重に検討

した上で行われる必要があると考えております。

なお、以下の事項のうち将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したもので

あります。

　

＜店舗サービス事業のリスク＞

① 競合について

当事業においては、通信業界と放送業界の相互参入が進み、消費者の嗜好の多様化及びライフスタイルに大き

な影響を与える様々なサービスが登場しております。それら競合サービスの台頭により、当社サービスの獲得会

員数に影響を及ぼす可能性があり、このような場合には当事業の業績に影響を及ぼす可能性があります。

② 著作権等について

当事業において顧客に提供している音楽等のコンテンツは、著作権法上の著作物又は実演等に該当しうるため、

著作権法の規制を受けております。

当社グループは法令・契約に従い、著作権使用料（二次使用料を含みます。以下同じ。）を支払っております

が、かかる著作権使用料について、取引条件の変更等が生じた場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。

更に、今後において、著作権関連の法令の改正や、新たな課金制度の導入等がなされた場合には、新たな負担

が課され、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

＜通信事業のリスク＞

（販売代理店サービス）

① 通信事業者からの受取手数料について

当事業における販売代理店サービスにおいては、通信事業者が提供する通信サービスへの利用契約の取次を行

うことにより、当該サービスを提供する事業者から契約取次の対価として手数料を収受しております。受取手数

料の金額、支払対象期間等の取引条件は、各通信事業者によって、また時期によってもそれぞれ異なっておりま

す。したがって、今後、通信事業者の事業方針等により大幅な取引条件の変更が生じた場合には、当社グループ

の業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

② 二次代理店について

当事業における販売代理店サービスにおいては、通信事業者が提供する通信サービスへの利用契約の取次の多

くを、二次代理店を通じて獲得しております。これらの代理店は、当社グループ経由での取次商品を専業で販売

している場合は少なく、当社グループ以外の事業者の動向や代理店の販売方針の変更によって、当該代理店の当

社グループのための取次活動が停滞した場合には、利用契約の取次件数が事業計画通りに進展せず、当社グルー

プの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。
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（固定ブロードバンド回線サービス）

①特定の通信事業者への依存について

当事業における固定ブロードバンド回線サービスにおいては、NTT東日本・西日本より光アクセスサービスの提

供を受けて、自社サービスとして直接顧客へ提供しております。

両社の経営方針により、サービス提供条件が変更になった場合、又は他の同種のサービスとの競合激化、大幅

な取引条件の変更等が生じた場合には、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

② 競合について

当事業における固定ブロードバンド回線サービスにおいては、現在の競合に加え、今後の更なる新規参入によ

り、一層の競争激化が予想されます。

よって、当社グループの競争力の低下又は価格競争激化に伴い、売上高が減少又は事業計画以上に広告宣伝及

び販売促進などの費用が増加した場合には、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

（MVNOサービス）

①回線費用について

当事業におけるMVNOサービスにおいては、通信事業者よりモバイル通信サービス（電気通信役務）の提供を受

けて、自社サービスとして直接顧客へ提供しております。通信事業者の経営方針により、サービス提供条件が変

更になった場合、又は他の同種のサービスとの競合激化、大幅な取引条件の変更等が生じた場合には、当社グル

ープの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

② 競合について

当事業におけるMVNOサービスにおいては、その市場が成長期にあることから、現在の競合に加え、今後の更な

る新規参入により、一層の競争激化が予想されます。

よって、当社グループの競争力の低下又は価格競争激化により、売上高が減少又は事業計画以上に広告宣伝及

び販売促進などの費用が増加した場合には、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

③ 技術革新について

当事業におけるMVNOサービスにおいては、技術革新のスピードが速く、その急激な変化に対応するための技術

開発に多額な費用が生じ、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。また、技術革新に対し

て適切に対応できず、当社サービスに使用している技術もしくはサービスが陳腐化した場合には、当社グループ

の業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

④ 行政の方針について

当事業におけるMVNOサービスにおいては、平成26年に総務省が携帯電話各社に端末を自社の通信網でのみ利用

できるようにするSIMロックを解除させる方針を出したように、行政の方針に影響を受ける場合があります。従っ

て今後の事業展開においても、行政の方針によっては、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があり

ます。

（オフィス向けICTサービス）

① 競合について

当事業においては、特に需要の高いクラウド系サービス、データセンターサービスや法人向け回線販売におい

て、サービスレベルや価格面での競争が厳しくなることが想定され、より高い信頼性、セキュリティ、新しい機

能の付与といったサービスレベルが他事業者のサービスと比較したときに相対的に陳腐化又は品質面で評価が下

がった場合、また、新たに競争力のある商品調達が不調となった場合、競争力低下による事業採算の悪化により、

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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＜業務用システム事業のリスク＞

① 外部要因について

当事業においては、東京オリンピックを控え、年々訪日外国人の数が大幅に増加することが期待されており、

また、人材不足等によりホテルや病院でのオペレーションの合理化が必須であることから、自動精算機等の活用

が見込まれておりますが、新たな競合の出現、顧客の業績悪化や設備投資意欲の減退、円高やテロの脅威等によ

って訪日外国人数が期待値程増加しない場合においては、当事業の業績に影響を及ぼす可能性があります。

＜コンテンツ配信事業のリスク＞

① 競合について

当事業においては、市場拡大に伴い、今後も他の映像配信サービスを展開する事業者との契約者獲得競争が一

層強まることが予想されます。競争力の低下又は価格競争激化に伴い、売上高が減少又は事業計画以上に広告宣

伝及び販売促進などの費用が増加した場合には、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

② コンテンツについて

当事業においては、契約者の嗜好に合致したコンテンツを安定的に供給することを第一義と考え、配給コンテ

ンツの契約（配信）数・契約（配信）期間の増大に注力しております。

しかし何らかの理由により継続的にコンテンツのラインナップを維持できなかったり、変化する契約者の嗜好

に合致したコンテンツのラインナップとならなかった場合には、契約者の解約、他サービスへの流出につながる

可能性があり、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

③ コンテンツ調達コストについて

当事業においては、他の映像配信サービスとの競合により、コンテンツの獲得競争が激化する可能性がありま

す。これらのコンテンツ調達費用の増加により、当社グループが取得を希望するコンテンツが調達できない、又

は、割高なコンテンツを調達することになり、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

さらに契約更新に関しても、取引条件や配信条件が合わないなどの理由で遅延する、又は各契約が更新されず

コンテンツの調達ができなくなるなど、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

④ システム障害及びネットワークについて

当社グループは、安定的にサービスを供給するため継続的に運営システムの改良、サーバー及びソフトウエア

等の設備投資及び保守管理を行っております。しかしながらサイトへのアクセス急増等の一時的な過負荷や電力

供給の停止、インターネット通信回線トラブル、ソフトウエアの不具合、コンピューターウィルスや外部からの

不正な手段によるシステムへの侵入等、当社グループの予測不可能な様々な要因によってシステムが停止した場

合には、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

＜エネルギー事業のリスク＞

当事業において当社グループは、主に業務店領域にて高圧小口を中心に事業展開を行っておりますが、今後も

他の電力小売事業を展開する事業者との契約者獲得競争が一層強まることが予想されます。競争力の低下又は価

格競争激化に伴い、売上高が減少又は事業計画以上に広告宣伝及び販売促進などの費用が増加した場合には、当

社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

＜メディア事業のリスク＞

① 競合について

当事業においては、飲食店向け集客支援サービス「ヒトサラ」が類似サービスを行う他の事業者と価格のみな

らず、サービスレベル面での競争が厳しいマーケットであり、当社のサービスが他事業者のサービスと比較した

場合に相対的に陳腐化又は品質面で評価が下がった場合、競争力低下による事業採算の悪化により、当社グルー

プの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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＜その他のリスク＞

① 法的規制について

当社グループの各事業においては、「放送法」、「著作権法」、「消費者契約法」、「不当景品類及び不当表

示防止法」、「電気通信事業法」、「旅館業法」、「特定電子メールの送信の適正化等に関する法律」、「特定

商取引に関する法律」、「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」、「建設業法」等の法的規制を

受けております。

当社グループは、上記を含む各種法的規制等について誠実に対応しておりますが、不測の事態等により、万一

当該規制等に抵触しているとして契約等の効力が否定された場合、当社グループが何らかの行政処分等を受けた

場合又は当社グループの事業が制約を受ける場合、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があり、

また、今後、これらの法令や規則等の予測不能な変更あるいは新設が、当社グループの業績に重大な影響を及ぼ

す可能性があります。

② 知的財産権について

当社グループの各事業において取り扱うコンテンツは、原作者、脚本家、翻訳家、監督、カメラマン、作詞家、

作曲家、実演家等の著作権、コンテンツ出演者の肖像権、権利元の商標権等多種多様な知的財産権を含んでおり

ます。かかる知的財産権の取り扱いについては、権利元、映画興行会社、ビデオソフトメーカー、放送局等の関

係者との間の契約等により、その範囲、内容等を明確にするとともに、各関係者がその責任において、かかる知

的財産権を含む各種権利等を侵害しないように努めております。

しかし、当社グループの何らかの行為が権利元との契約に反する等として、買付契約の解除又は当該コンテン

ツの使用差止め若しくは損害賠償の請求を受ける可能性があります。同様に、各関係者において当社との契約に

反する事態が生じる可能性は皆無ではなく、その場合には、権利元と直接の契約関係を有する当社が権利元から

債務不履行の責任を追及され、買付契約の解除又は当該コンテンツの使用差し止め若しくは損害賠償の請求を受

ける可能性があります。

また、当社グループは、コンテンツに含まれる知的財産権の帰属に留意しておりますが、かかる知的財産権が

許諾元に帰属せず、あるいは許諾元が使用権を有しない等として、許諾元と第三者との間で紛争が生じた場合に

は、当社グループが、権利元から買付契約を解除され、又は第三者からコンテンツの使用差し止め若しくは損害

賠償の請求を受ける可能性があります。かかる場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

③ 内部管理体制について

当社グループは、企業価値の持続的な増大を図るには、コーポレート・ガバナンスが有効に機能することが不

可欠であるとの認識のもと、業務の適正性及び財務報告の信頼性の確保、更に健全な倫理観に基づく法令遵守の

徹底が必要と認識しております。

当社グループは内部管理体制の充実に努めておりますが、事業の急速な拡大に伴って、十分な内部管理体制の

構築が追いつかない状況が発生する場合には、適切な業務運営が困難となり、当社グループの業績に重大な影響

を及ぼす可能性があります。

④ 個人情報保護について

当社グループでは個人情報保護の体制強化と教育に継続して努めておりますが、完全な保護を保証できるもの

ではなく、外部からの不正アクセスやシステム不具合、内部犯行、人的ミス、預託先や提供先の管理ミス等によ

る個人情報漏洩の可能性が常に存在しています。

個人情報が漏洩した場合には、当社グループの信用の低下、損害賠償の請求、状況調査や対応策検討、システ

ム改修等による対応コストが発生するおそれがあります。また、サービスの停止も含め、今後のサービス提供に

関する計画変更を余儀なくされるおそれがあり、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

⑤ 財政状態等について

今後当社グループの各事業における営業活動から生じる損益又はキャッシュ・フロー、若しくは固定資産の市

場価格等が変動することにより次期以降に追加の減損の必要が生じた場合、当該資産について相当の減損処理を

行うことにより、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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⑥ 訴訟等について

現在、当社グループの業績に影響を及ぼす訴訟が提起されている事実はありません。しかしながら、これまで

に実施した子会社譲渡並びに事業譲渡等に係り締結した各種契約書等において、当社の表明保証を要求するもの

が存在しております。これらの契約について、想定外の事象が発生した場合、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。

⑦ 自然災害等の大規模災害による被害について

地震、津波、台風等の自然災害や火災等の事故及び通信ネットワークを含む情報システムの停止等により、当

社グループの事業活動が停滞又は停止するような被害を受けた場合には、当社グループの業績に重大な影響を与

える可能性があります。

⑨ 経営統合について

当初期待した経営統合効果を十分に発揮できないことにより、結果として当社グループの業績及び財政状態に

影響が生じる可能性があります。経営統合効果の進展を妨げる主たる要因としては以下のものが考えられますが、

これらに限定されるものではありません。

・当社及び当社グループにおける業務面での協調体制の強化や経営資源の相互活用が奏功せず、シナジー効果

が十分に発揮できない場合。

・経営統合に伴う経営インフラの整備・統合・再編等により、想定外の追加費用が発生する場合。
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２．企業集団の状況

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、連結子会社14社及び持分法適用関連会社１社で構成され、

セグメントは、飲食店を始めとする店舗向けにIoTプラットフォームサービスや音楽配信サービスを提供する「店

舗サービス事業」、通信事業者が提供するインターネットサービス等の代理店販売や個人向けのモバイル通信サ

ービス及び固定ブロードバンド回線サービスを提供する「通信事業」、医療機関やホテルを中心に、自動精算機

やフロントの管理システムを提供する「業務用システム事業」、個人向け映像配信サービスを提供する「コンテ

ンツ配信事業」、主に業務店や商業施設向けに高圧、低圧電力を提供する「エネルギー事業」及び店舗向け集客

支援サービスを提供する「メディア事業」の６つに分類しており、「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 (1)

連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に掲げるセグメントと同一であります。

（１）店舗サービス事業

店舗サービス事業は、連結子会社の㈱USEN、㈱ユーズミュージック、㈱USENテクノサービスが運営しており、

音楽配信を始めとする店舗ソリューションの提供・販売・施工、音楽著作権の管理・開発等を行っております。

音楽配信サービスにおいては、全国の業務店、チェーン店や個人のお客様に当社専用の同軸ケーブル・通信衛

星・インターネット回線の３種のインフラを経由し、貸与した受信端末機（チューナー）を通じて、音楽・情報

等の放送を提供するサービスを行っております。

お客様の大多数は業務店で、特に飲食、小売、理美容、医療、オフィスの領域の割合が高くなっております。

また、チェーンストアは、ナショナルチェーンから地域に密着したチェーンストアまで幅広いお客様にサービ

スを提供しております。

当事業では、業務店マーケットのベストパートナーとしての地位確立のため、音楽配信サービスの他、店舗及

び商業施設向けサービスのラインナップの充実を企図し、IoTサービスを中心に開業支援や事業環境の構築から集

客・販売促進までトータル的なソリューションの提供・サポートを提案いたしております。

（２）通信事業

通信事業は、連結子会社の㈱USEN NETWORKS、㈱U-NEXT、㈱USEN ICT Solutions、㈱USEN-NEXT LIVING

PARTNERS、㈱U-MX、㈱Next Innovation、Y.U-mobile㈱が運営しており、インターネット回線の「販売代理店サ

ービス」、MVNOサービス「U-mobile」、固定ブロードバンド回線サービス「U-NEXT光」の提供・販売を行ってお

ります。

「販売代理店サービス」では、従来から東日本電信電話㈱及び西日本電信電話㈱（以下、「NTT東日本・西日

本」）の提供するフレッツ光回線の販売を中心に取り組んでおります。回線の販売数に応じた販売手数料をNTT東

日本・西日本より受け取り、それを原資に全国に代理店網を広げて積極的に展開してまいりましたが、平成27年

２月よりNTT東日本・西日本が光コラボレーションモデルと呼ばれる光アクセスサービスの卸売を開始したこと

で、フレッツ光回線の販売は減少傾向にあります。また最近ではフレッツ光に加えて、「U-NEXT光」の競合にも

なりますが、顧客ニーズに合わせて、他企業が提供する光コラボレーションモデルの販売も行っております。

また、MVNOサービス「U-mobile」では、㈱NTTドコモとソフトバンク㈱の通信回線を利用し、個人顧客向けに格

安スマホや格安SIMなどと呼ばれるサービスを提供しております。「U-mobile」サービスは、通信機器に利用され

るSIMカードを提供し、このSIMカードをスマートフォンやタブレットに差し込むことによって、モバイルインタ

ーネットの利用が可能になるものです。従来の大手携帯電話会社によるサービスに比べ、月額利用料金を低く設

定し、家電量販店・WEB等中心に販売を展開しております。
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（３）業務用システム事業

業務用システム事業は、連結子会社の㈱アルメックスが行っております。

㈱アルメックスは「テクノホスピタリティ（technology×hospitality）を世界へ」をスローガンに、最新のテ

クノロジーを駆使した製品やサービスによってエンドユーザーの方々にホスピタリティを提供することを目指し

ており、ビジネスホテル・シティホテル、レジャーホテル、総合病院等の医療機関、ゴルフ場等向けに、自動精

算機、ホテル管理システム、顧客管理システム、売上管理システム、受付システム、案内表示システム等の開

発・製造・販売・メンテナンスを行っております。また、飲食店向けには、オーダー端末やオペレーティングシ

ステムの販売等も行っております。

（４）コンテンツ配信事業

コンテンツ配信事業は、連結子会社の㈱U-NEXT、㈱U-NEXTマーケティングが運営しており、映像配信サービス

「U-NEXT」の提供・販売を行っております。

「U-NEXT」は、映画館で上映された映画、テレビで放送されたドラマやアニメ、バラエティなどの映像コンテ

ンツや、小説・コミック・雑誌・写真集などを取り揃えた電子書籍コンテンツ、及び邦楽・洋楽・クラシック・

演歌などが聴ける音楽コンテンツを、インターネットを通じてテレビ（セットトップボックスを接続、もしくは

インターネット対応テレビを利用）、PC、スマートフォン、タブレットなどで視聴できる個人向けの月額課金型

の有料サービスです。

「U-NEXT」では、旧作を中心とした見放題作品と、視聴ごとに課金される準新作・新作を中心とした有料課金

作品（ペイ・パー・ビュー（PPV）作品）をあわせて提供しております。月額料金には有料課金作品を視聴するこ

とができる有料課金ポイントを含めておりますので、契約者はポイントの範囲で有料課金作品（準新作・新作）

を追加料金なしで視聴することができます。

また販売面では、様々な企業と提携関係を構築していることに特徴があります。これまでに通信・流通・不動

産業者等の大きな顧客基盤を有する企業と協力し、OEM形式でサービスを提供しており、相手先のブランドを有効

に活用し、大きな広告投資を行うことなく、安定的に新規加入契約を獲得できる体制を構築しております。

（５）エネルギー事業

エネルギー事業は、連結子会社の㈱USENが運営しており、「USENでんき」の提供を執り行っております。

東京電力㈱との業務提携により、業務店向けに低圧電力を、商業施設向けに高圧電力の販売を行うとともに、

省エネルギー施策提案などのエネルギー・コンサルティング・サービスを提供しています。

（６）メディア事業

メディア事業は、連結子会社の㈱USEN Mediaが運営しており、飲食店向け集客支援サービス「ヒトサラ」やウ

ェディングメディア・イベントへの出展、ビューティーマーケット向けのWEBマガジン、フリーマガジンの発行等

を展開しております。

「ヒトサラ」はグルメレストラン情報サイトで、料理人（ヒト）と料理（サラ）にフォーカスしてお店の新し

い魅力を訴求するとともに、集客したいターゲットにあわせたブランディングが可能な集客支援ツールを提供し

ております。また、「食べログ」の代理店として、メディアミックスによる効率的な集客方法の提案を行なって

おります。

更に、訪日外国人に特化したグルメサイト『SAVOR JAPAN（セイバージャパン）』を運営しております。

また、 結婚を意識する女性をターゲットに、フリーマガジン、ＷＥＢ、イベント、サロンという４つのメディ

アによって様々な角度から首都圏の女性ユーザーにアプローチできるウェディングメディア「ウエコレ」を展開

しております。
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セグメントの名称 会社名 事業内容

店舗サービス事業

㈱USEN

（連結子会社）

有線放送、デジタル音楽放送の運営、販売、

業務店向けシステムソリューション販売

㈱ユーズミュージック

（連結子会社）
音楽著作権の管理・開発事業

㈱USENテクノサービス

（連結子会社）

電気・通信設備工事請負業、各種機器・情報

通信端末などのリファービッシュ（再整備）

やキッティング

通信事業

㈱USEN NETWORKS

（連結子会社）
通信回線等の代理販売

㈱U-NEXT

（連結子会社）

個人向け映像配信サービス、コンテンツプラ

ットフォームの運営、販売

㈱USEN ICT Solutions

（連結子会社）
法人向け回線販売

㈱USEN-NEXT LIVING PARTNERS

（連結子会社）
通信回線等の代理販売

㈱U-MX

（連結子会社）
通信回線等の代理販売

㈱Next Innovation

（連結子会社）
通信回線等の代理販売

Y.U-mobile㈱

（連結子会社）
個人向けMVNOサービスの提供、販売

㈱minimini-NEXT

（持分法適用関連会社）
通信回線等の代理販売

業務用システム事業
㈱アルメックス

（連結子会社）

ホテル・病院・ゴルフ場向け、自動精算シス

テム等の開発、製造、販売

コンテンツ配信事業

㈱U-NEXT

（連結子会社）

個人向け映像配信サービス、コンテンツプラ

ットフォームの運営、販売

㈱U-NEXTマーケティング

（連結子会社）
コールセンター・AI事業

エネルギー事業
㈱USEN

（連結子会社）
業務店、商業施設向け高圧・低圧電力の提供

メディア事業
㈱USEN Media

（連結子会社）
集客支援事業

その他事業

USEN-NEXT Design㈱ （連結子会社）

他６社（内訳 ３社 非連結子会社

３社 持分法非適用関連会社）

コールセンター受託事業
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

平成29年12月１日付けで、当社を持株会社とするホールディングス体制を発足いたしました。

当社グループは、「必要とされる次へ。」を経営の基本方針としております。

この基本方針の下、グループ顧客資産を有効に活用し、グループ各社の販売チャネルの連携を行うことで主力

商品のクロスセル、グループシナジーの効果を創出し、新しい価値・サービスの創造を通じて、社会から必要と

され、期待され続ける企業グループとして、株主価値及び企業価値の最大化に取り組んでまいります。

（２）目標とする経営指標

当社グループは、グループ企業価値の最大化のための経営目標として、「売上高」、「ＥＢＩＴＤＡ（利払い

前・税引き前・減価償却前・その他償却前利益）」及び「ＣＡＰＥＸ（資本的支出）」を計画どおり維持すると

ともに、財務バランスの健全性を計る指標である「自己資本比率」、及び①収益性（売上高当期純利益率）、②

効率性（総資本回転率）、③負債の有効活用度（財務レバレッジ）で構成される「ＲＯＥ（株主資本利益率）」

を重要な経営指標として一定のベンチマークを設定し事業運営しております。

　

（３）中長期的な会社の経営戦略

当社グループは、経営資産である、映像コンテンツ、音楽コンテンツ、IoT各種商材、ネットワークインフラ、

安定した顧客基盤を最大活用する事を企図し、強力な直販体制を今後も維持しつつ、同時にテレマーケティング、

WEBマーケティング、代理店網などの販売チャネル等を最大活用していくことによりグループシナジーを最大化さ

せ、更なるサービス創出力、成長性、利益創出力を強化して参ります。

また、当社グループでは、急速に変化するテクノロジー／社会環境に対し、IoT・AIといったIT技術等を活用し

市場におけるニーズやビジネス機会をいち早く捉え、迅速な意思決定の下で、株主価値及び企業価値の最大化に

取り組むことが重要と捉えております。本取り組みの一環として、ホールディングス体制の下、顧客資産の共有

化・事業会社間の連携強化・専門領域に特化するため、「店舗サービス事業」、「通信事業」、「業務用システ

ム事業」、「コンテンツ配信事業」、「エネルギー事業」、「メディア事業」の６つのセグメントにおいて事業

価値の拡大に取り組んでまいります。
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（４）会社の対処すべき課題

当社グループは、当連結会計年度において、キャッシュ・フロー重視を経営の根幹に据え、財務体質の強化を

推進しつつ顧客基盤である業務店マーケットにおけるベストパートナーとしての地位確立のために音楽配信事業

等の既存事業の強化・浸透、新サービスの創出・展開、解約防止、ＣＳ向上等に積極的に取り組み、事業の収益

力の向上を図ってまいりました。

今後も持続的な企業価値の向上と株主等ステイクホルダーの付託に応えるため、引き続き以下の施策を継続・

強化してまいります。

① キャッシュ・フロー重視経営の徹底

② サービスの根本に立ち返り、顧客志向を重視しながら現在の各事業を堅実に運営し、「ＥＢＩＴＤＡ（利

払い前・税引き前・減価償却前・その他償却前利益）」と「ＣＡＰＥＸ（資本的支出）」を計画に基づき

厳格に管理いたします。

③ 企業価値向上に資する投資と株主還元

④ 新たな事業基盤強化のための新商品・新サービスの創出

⑤ グループ会社を含む総合的なＣＳの創造

⑥ 計画的な人材採用と育成、働き甲斐のある会社作りへの取り組み

⑦ 社内の予算実績管理上は上記の指標につながる「ＫＰＩ（重要業績評価指標）」「人員数」「純利益」の

三つを重視し、徹底した管理を実施いたします。

中核事業における経営課題は、以下のとおりであります。

　

＜店舗サービス事業＞

店舗サービス事業は、当社グループの事業の主軸であり、今後においても、その安定的な収益基盤の維持及び

強化を図っていく必要があると認識しております。このため、業務店向け・個人向け市場においての顧客維持と

取引拡大に向けた取り組みとともに、新たな顧客ニーズにマッチした商品・サービスの開発・提案が必要である

と認識しており、引き続き以下の施策を実施・検討してまいります。

①「Uレジ」や「USEN PAYGATE」などのIoT商材による、店舗運営を支援するIoT Platformの構築

② 法人顧客（チェーン店市場）における新たな収益源の構築と顧客数増加を目的とした付加価値商材・新サー

　 ビス等の提案

③ 生涯収益が高いと見込まれる新規オープン店に対する営業活動への注力

④ 既存顧客に対するフォロー営業やＣＳ向上施策による顧客数減少の抑止と長期利用の促進

⑤ 競合他社との差別化可能な商品開発や顧客に必要とされる価値提供

⑥ 商業施設、交通機関等の新たな販売先の開拓

⑦ オフィス向け音楽放送「Sound Design for OFFICE」により音楽の効能を打ち出した拡販への注力

⑧ 最適なリソースの再配置とスキルアップの推進
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＜通信事業＞

当事業においては、MVNO市場の拡大、NTT東日本・西日本による光アクセスサービス卸の開始などの市場環境の

変化を受けて、従来型の販売代理店サービスでの収益も一定規模で維持しながら、自社サービスとしての「USEN

光」などの成長を実現していきつつ、適正な収益確保を図りながら、マーケティング活動や、品質向上の投資を

行うこと、並びに、各企業におけるクラウド系サービスやデータセンターサービスに対する需要の高まりを受け、

更なる技術革新に伴い新たなサービスが次々と創出される状況において、お客様のニーズにマッチしたより良い

事業環境をご提案するために、引き続き以下の施策を実施・検討していく必要があると認識しております。

① 他の通信事業者等との関係

他の通信事業者等のサービスの販売代理店としての活動を継続し、多様な顧客ニーズに応えられる体制を構

築すること。

② 販売力の強化

従来の販売代理店網の拡充とあわせて、家電量販店や不動産会社、旅行会社等との異業種企業での販路拡大

や、アライアンス構築によるOEM提供を基にした協力販売体制の拡大

③ サービス品質向上

競争が激化するMVNO市場において、他のコンテンツサービスとの組み合わせでの付加価値の提供、品質の確

保・向上、店舗展開によるサポート拠点増を通じての顧客対応品質向上

④ 顧客ニーズに応えるサービスラインナップ

⑤ 回線利用顧客拡大のためのサービスの開発・投入

⑥ 顧客ニーズに対応する提案能力を向上させるための知識の習得

⑦ マーケットにおける「USEN GATE 02」認知度向上

＜業務用システム事業＞

業務用システム事業は、当社グループにおいて重要な事業であり、今後においても、その安定的な収益基盤の

維持及び強化を図っていく必要があると認識しております。

少子高齢化社会の到来、労働人口減少による雇用代替需要の拡大や訪日外国人の増加等による、お客様の課題

解決をサポートするため、更なる商品開発力、商品品質の向上やメンテナンス体制の拡充が課題であることから、

引き続き以下の施策を実施・検討してまいります。

① 「品質マネジメントシステム(ISO9001)」の認証取得により、企画から設計の各段階における品質担保、並

　 びに販売後のメンテナンス体制の更なる強化を図ってまいります。

② お客様のニーズに的確に対応した製品の開発はもとより、人工知能や新たな技術を生かした新商品の開発・

　 提案

③ お客様仕様へカスタマイズするための技術の向上

④ 訪日外国人対応フォローするための自動精算機等の性能向上

⑤ 市場環境の変化に即応した製品開発及びサービス提供するための社員教育の充実、外部技術の取り込み

⑥ 最適なリソースの再配置、効率的な体制の構築

　

＜コンテンツ配信事業＞

コンテンツ配信事業においては、適正な収益確保を図りながら、新規契約者増のためのマーケティング活動、

及び顧客満足度向上のためのコンテンツ調達のバランスを取り、着実に成長させることを重要な経営課題と認識

しております。

① デジタルエンターテイメントプラットフォームとしての品質向上

高画質対応・Webサイトの機能性向上・映像・音楽・書籍等の多様なコンテンツの充実などによる顧客の利用

頻度及び利用満足度の向上と、カスタマーサポートも含めた総合的なサービス品質の向上

② 認知度の向上

流通チャネルの拡大、・マスメディア等へのPR強化によるサービスの認知度向上

③ 販売力の強化

通信キャリア・小売流通業者・不動産業者などとのアライアンスでのOEM提供による協力販売体制の拡大
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＜エネルギー事業＞

エネルギー事業は、当社顧客基盤である業務店の利便性の向上の観点から、引き続き以下の施策を実施・検討

してまいります。

① 電力のみならずガスを含めたエネルギー事業への参画

② 東京電力㈱域外での高圧小口を中心とした電力販売の強化

＜メディア事業＞

メディア事業においては、飲食店向け集客支援サービス「ヒトサラ」、ウエディングメディア「ウエコレ」、

美容メディア「bangs」などを展開しております。独創的な競合優位性のあるメディアとしての基盤を強化すべ

く、引き続き以下の施策を実施・検討してまいります。

① プロダクト価値向上に注力し新規顧客開拓並びに既存顧客へのアップセルの推進

② 顧客数の増加及び単価アップ

③ 訪日外国人を対象とした集客支援や業務店を取り巻く経営環境の変化に即応したツールの開発・サービスの

　 提案

＜全社＞

① コンプライアンス

当社グループは社会的責任を果たすべく全社的にコンプライアンス体制の強化を推進しております。消費者

保護の要請が高まる中、役員及び従業員のコンプライアンスに対する意識を高め、当社グループの事業に関連

する外部変化に対応できるよう、コンプライアンス体制の一層の強化に取り組んでまいります。

② コーポレート・ガバナンス

当社グループが今後も成長を維持し、継続的に企業価値を高めていくためには、内部管理体制及び内部統制

体制の整備など、コーポレート・ガバナンスの一層の強化が重要な課題であると認識しております。今後も事

業規模の拡大や事業内容に合わせて優秀な人材の確保、組織体制の整備を行うほか、会議体や職務権限の見直

しを適切に行い、コーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでまいります。

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社グループは、主に国内での事業展開や資金調達を行っており、当面は日本基準を採用することとしております。
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５．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年12月31日)

当連結会計年度
(平成30年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,010 13,708

受取手形及び売掛金 15,455 17,315

たな卸資産 3,321 3,520

繰延税金資産 2,947 3,456

その他 4,435 4,730

貸倒引当金 △1,309 △1,927

流動資産合計 37,860 40,804

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 12,077 48,161

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,042 △36,699

建物及び構築物（純額） 11,035 11,461

土地 3,961 3,960

その他 4,158 4,266

有形固定資産合計 19,155 19,689

無形固定資産

のれん 50,187 47,905

その他 3,571 3,669

無形固定資産合計 53,758 51,574

投資その他の資産

投資有価証券 3,085 2,945

長期貸付金 8,201 8,198

繰延税金資産 6,020 5,168

その他 2,621 2,334

貸倒引当金 △4,784 △4,778

投資その他の資産合計 15,144 13,868

固定資産合計 88,057 85,132

資産合計 125,918 125,937
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年12月31日)

当連結会計年度
(平成30年８月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 12,673 14,067

短期借入金 2,500 2,500

1年内返済予定の長期借入金 4,908 4,906

賞与引当金 10 658

販売促進引当金 123 132

役員賞与引当金 1 7

移転損失引当金 75 －

設備関連補修引当金 30 30

その他の引当金 42 7

その他 15,132 13,556

流動負債合計 35,499 35,867

固定負債

設備関連補修引当金 266 241

長期借入金 74,807 71,534

退職給付に係る負債 2,724 2,699

その他 467 588

固定負債合計 78,266 75,065

負債合計 113,766 110,932

純資産の部

株主資本

資本金 94 94

資本剰余金 11,086 11,089

利益剰余金 767 3,635

株主資本合計 11,948 14,819

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 139 152

退職給付に係る調整累計額 △57 △13

その他の包括利益累計額合計 81 139

非支配株主持分 122 45

純資産合計 12,152 15,004

負債純資産合計 125,918 125,937
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成29年１月１日
　至 平成29年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成30年１月１日
　至 平成30年８月31日)

売上高 114,291 107,932

売上原価 63,763 61,984

売上総利益 50,528 45,948

販売費及び一般管理費 44,660 39,941

営業利益 5,867 6,006

営業外収益

産業廃棄物処理代 16 21

違約金収入 17 18

持分法による投資利益 125 19

その他 127 76

営業外収益合計 286 135

営業外費用

支払利息 1,077 995

その他 1,773 134

営業外費用合計 2,851 1,130

経常利益 3,303 5,012

特別利益

新株予約権戻入益 20 －

その他 － 0

特別利益合計 20 0

特別損失

固定資産除却損 664 501

移転損失引当金繰入額 75 －

関係会社株式評価損 － 110

その他 78 54

特別損失合計 818 666

税金等調整前当期純利益 2,505 4,345

法人税、住民税及び事業税 1,381 857

法人税等調整額 △1,516 307

法人税等合計 △134 1,165

当期純利益 2,640 3,180

非支配株主に帰属する当期純利益 2,212 11

親会社株主に帰属する当期純利益 427 3,169
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成29年１月１日
　至 平成29年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成30年１月１日
　至 平成30年８月31日)

当期純利益 2,640 3,180

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 192 13

退職給付に係る調整額 △119 44

その他の包括利益合計 72 57

包括利益 2,713 3,237

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 509 3,226

非支配株主に係る包括利益 2,203 11
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 1,776 1,734 215 3,725

当期変動額

親会社株主に帰属す

る当期純利益
427 427

新株の発行（新株予

約権の行使）
4 4 8

資本金から剰余金へ

の振替
△1,686 1,686 －

資本剰余金から利益

剰余金への振替
△124 124 －

合併による増加 7,786 7,786

持分法の適用範囲の

変動
－

子会社株式の追加取

得
－

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 △1,681 9,352 552 8,222

当期末残高 94 11,086 767 11,948

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券評

価差額金

退職給付に係る調

整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 － － － 16 74 3,816

当期変動額

親会社株主に帰属す

る当期純利益
427

新株の発行（新株予

約権の行使）
8

資本金から剰余金へ

の振替
－

資本剰余金から利益

剰余金への振替
－

合併による増加 7,786

持分法の適用範囲の

変動
－

子会社株式の追加取

得
－

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

139 △57 81 △16 47 113

当期変動額合計 139 △57 81 △16 47 8,336

当期末残高 139 △57 81 － 122 12,152
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当連結会計年度(自 平成30年１月１日 至 平成30年８月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 94 11,086 767 11,948

当期変動額

親会社株主に帰属す

る当期純利益
3,169 3,169

新株の発行（新株予

約権の行使）
0 0 0

資本金から剰余金へ

の振替
－

資本剰余金から利益

剰余金への振替
－

合併による増加 15 △294 △279

持分法の適用範囲の

変動
△7 △7

子会社株式の追加取

得
△11 △11

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 0 3 2,867 2,871

当期末残高 94 11,089 3,635 14,819

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券評

価差額金

退職給付に係る調

整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 139 △57 81 － 122 12,152

当期変動額

親会社株主に帰属す

る当期純利益
3,169

新株の発行（新株予

約権の行使）
0

資本金から剰余金へ

の振替
－

資本剰余金から利益

剰余金への振替
－

合併による増加 △279

持分法の適用範囲の

変動
△7

子会社株式の追加取

得
△11

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

13 44 57 － △77 △19

当期変動額合計 13 44 57 － △77 2,851

当期末残高 152 △13 139 － 45 15,004
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成29年１月１日
　至 平成29年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成30年１月１日
　至 平成30年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 2,505 4,345
減価償却費 4,530 4,492
のれん償却額 2,482 2,281
貸倒引当金の増減額（△は減少） △29 580
賞与引当金の増減額（△は減少） △572 648
役員賞与引当金の増減額（△は減少） △1 5
販売促進引当金の増減額（△は減少） － 8
移転損失引当金の増減額（△は減少） 75 △75
設備関連補修引当金の増減額（△は減少） △22 △24
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △96 △24
その他の引当金の増減額（△は減少） 16 △34
受取利息及び受取配当金 △29 △13
支払利息 1,077 995
持分法による投資損益（△は益） △125 △19
固定資産除却損 664 501
関係会社株式評価損 － 110
売上債権の増減額（△は増加） △261 △1,789
たな卸資産の増減額（△は増加） △191 △199
仕入債務の増減額（△は減少） 2,000 1,339
未払金の増減額（△は減少） 1,432 △1,137
前受金の増減額（△は減少） 457 363
その他 1,431 △238
小計 15,343 12,116
利息及び配当金の受取額 24 12
利息の支払額 △1,126 △1,001
法人税等の支払額 △1,837 △1,049
営業活動によるキャッシュ・フロー 12,404 10,078

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △3,008 △3,873
有形固定資産の除却による支出 △782 △695
無形固定資産の取得による支出 △1,103 △979
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△52,744 －

その他 △1,884 61
投資活動によるキャッシュ・フロー △59,523 △5,486

財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の増減額（△は減少） △189 －
長期借入れによる収入 78,400 －
長期借入金の返済による支出 △19,746 △3,615
リース債務の返済による支出 △203 △192
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

－ △100

配当金の支払額 △1 －
その他 △108 △14
財務活動によるキャッシュ・フロー 58,150 △3,922

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 11,032 670
現金及び現金同等物の期首残高 1,978 13,010
合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 27
現金及び現金同等物の期末残高 13,010 13,708
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

１ 報告セグメントの概要

（１） 報告セグメントの決定方法

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは持株会社制を採用しており、持株会社である当社はグループにおける経営戦略の立案や各事業を

担う子会社の業績管理を行い、また当社子会社である各事業会社において、各社が取り扱う製品やサービスについ

て包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

当社グループは、事業規模やグループ戦略の重要性を鑑み、「店舗サービス事業」、「通信事業」、「業務用シ

ステム事業」、「コンテンツ配信事業」、「エネルギー事業」、「メディア事業」を中核事業と位置付け、報告セ

グメントとしております。

（２） 各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

「店舗サービス事業」は、連結子会社の㈱USEN、㈱ユーズミュージック、㈱USENテクノサービスが運営しており、

音楽配信をはじめとする店舗ソリューションの提供・販売・施工、音楽著作権の管理・開発等を行っております。

「通信事業」は連結子会社の㈱USEN NETWORKS、㈱ U-NEXT、㈱ USEN ICT Solutions、㈱ USEN-NEXT LIVING

PARTERS、㈱U-MX、㈱Next Innovation、Y.U-mobile㈱が運営しており、ブロードバンドインターネット回線の販売

代理店やオフィスのICT環境構築の提案・販売、MVNOサービス「U-mobile」のほか、個人向けブロードバンドインタ

ーネット回線の提供・販売を行っております。

「業務用システム事業」は、連結子会社の㈱アルメックスが運営しており、ホテル・病院・ゴルフ場等の業務管

理システム及び自動精算機の開発・製造・販売を行っております。

「コンテンツ配信事業」は、連結子会社の㈱U-NEXT、㈱U-NEXTマーケティングが運営しており、映像配信サービ

ス「U-NEXT」の提供・販売を行っております。

「エネルギー事業」は連結子会社の㈱USENが運営しており、業務店の店舗や建物並びに商業施設向けサービスラ

インナップの一環として、高圧および低圧電力を中心に販売を行っております。

「メディア事業」は連結子会社の㈱USEN Mediaが運営しており、飲食店向け集客支援サービス「ヒトサラ」やウ

ェディングメディア・イベントへの出展、ビューティーマーケット向けのWEBマガジン、フリーマガジンの発行等を

展開しております。

（３） 報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメントの変更）

平成29年12月１日付で㈱USEN（同日付で当社との吸収合併により消滅）との経営統合及び持株会社体制へ移行し

たことに伴い、当連結会計年度より、報告セグメントを従来の「コンテンツプラットフォーム事業」、「コミュニ

ケーションネットワーク事業」、「音楽配信事業」、「業務用システム事業」、「ICT事業」及び「その他」から、

「店舗サービス事業」、「通信事業」、「業務用システム事業」、「コンテンツ配信事業」、「エネルギー事業」、

「メディア事業」に変更しております。

（報告セグメントの利益又は損失の測定方法）

当連結会計年度より各セグメントの業績をより適切に評価するため、全社費用の配賦方法を変更しております。

なお、前連結会計年度のセグメント情報は、当連結会計年度において用いた報告セグメント及び費用の配分方法

に基づき作成したものを開示しており、株式会社USEN及びその連結子会社３社の９ヶ月分（平成29年３月１日～平

成29年11月30日）が含まれております。
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２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記

載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益(又は損失)ベースの数値であります。

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント

調整額
(注)１

連結財務
諸表
計上額
(注)２

店舗
サービス
事業

通信
事業

業務用
システム
事業

コンテン
ツ配信
事業

エネルギ
ー
事業

メディア
事業

計

売上高

　外部顧客への
　売上高

32,457 40,691 13,207 19,956 4,876 3,102 114,291 － 114,291

　セグメント間の
　内部売上高又は
　振替高

540 783 100 120 － 75 1,620 △1,620 －

計 32,997 41,474 13,308 20,077 4,876 3,177 115,912 △1,620 114,291

セグメント利益又は
損失(△)

7,056 3,895 2,308 46 △522 208 12,992 △7,124 5,867

その他の項目

　減価償却費 3,384 42 394 566 2 73 4,464 65 4,530

(注) １．調整額の内容は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益又は損失（△）の調整額△7,124百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

であります。全社費用は、販売費及び一般管理費であります。

(2) 減価償却費の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産に係る減価償却費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益(又は損失)と調整を行っております。

３．店舗サービス事業、通信事業（㈱USEN ICT Solutions）、業務用システム事業、エネルギー事業、メディア

事業については、平成29年3月１日から平成29年11月30日までの9カ月の実績であります。

当連結会計年度(自 平成30年１月１日 至 平成30年８月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント

調整額
(注)１

連結財務
諸表
計上額
(注)２

店舗
サービス
事業

通信
事業

業務用
システム
事業

コンテン
ツ配信
事業

エネルギ
ー
事業

メディア
事業

計

売上高

　外部顧客への
　売上高

32,166 27,345 13,808 17,238 13,743 3,595 107,898 34 107,932

　セグメント間の
　内部売上高又は
　振替高

434 609 102 151 － 5 1,303 △1,303 －

計 32,600 27,955 13,911 17,390 13,743 3,600 109,201 △1,269 107,932

セグメント利益又は
損失(△)

6,063 2,390 2,506 125 △482 245 10,849 △4,842 6,006

その他の項目

　減価償却費 3,279 84 392 559 5 85 4,405 86 4,492

(注) １．調整額の内容は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益又は損失（△）の調整額△4,842百万円は、セグメント間取引消去及び各報告セグメント

に配分していない全社費用であります。全社費用は、販売費及び一般管理費であります。

(2) 減価償却費の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産に係る減価償却費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益(又は損失)と調整を行っております。

３．店舗サービス事業、通信事業（㈱USEN ICT Solutions）、業務用システム事業、エネルギー事業、メディア

事業については、平成29年12月１日から平成30年８月31日までの9カ月の実績であります。
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【関連情報】

前連結会計年度(自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

報告セグメントと同一区分のため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

（１） 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

（２） 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が、連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略しており

ます。

当連結会計年度(自 平成30年１月１日 至 平成30年８月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

報告セグメントと同一区分のため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

（１） 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

（２） 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が、連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略しており

ます。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント

全社・
消去

合計店舗
サービス
事業

通信
事業

業務用
システム
事業

コンテンツ
配信
事業

エネルギー
事業

メディア
事業

計

減損損失 1 － － － － － 1 － 1

当連結会計年度(自 平成30年１月１日 至 平成30年8月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント

全社・
消去

合計店舗
サービス
事業

通信
事業

業務用
システム
事業

コンテンツ
配信
事業

エネルギー
事業

メディア
事業

計

減損損失 1 53 － － － － 54 － 54

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント

全社・
消去

合計店舗
サービス
事業

通信
事業

業務用
システム
事業

コンテンツ
配信
事業

エネルギー
事業

メディア
事業

計

当期償却額 － 601 － － － － 601 1,881 2,482

当期末残高 － 1,900 － － － － 1,900 48,286 50,187

当連結会計年度(自 平成30年１月１日 至 平成30年８月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント

全社・
消去

合計店舗
サービス
事業

通信
事業

業務用
システム
事業

コンテンツ
配信
事業

エネルギー
事業

メディア事
業

計

当期償却額 － 400 － － － － 400 1,881 2,281

当期末残高 － 1,500 － － － － 1,500 46,405 47,905

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成30年１月１日 至 平成30年８月31日）

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

前連結会計年度
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成30年１月１日
　至 平成30年８月31日)

１株当たり純資産額 200.32円 249.07円

１株当たり当期純利益金額 21.21円 52.77円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

21.12円 52.71円

(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

前連結会計年度
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成30年１月１日
　至 平成30年８月31日)

１株当たり当期純利益金額又は
１株当たり当期純損失金額(△)

　親会社株主に帰属する当期純利益金額又は
　親会社株主に帰属する当期純損失金額(△)(百万円)

427 3,169

　普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益
　金額又は親会社株主に帰属する当期純損失金額(△)
　(百万円)

427 3,169

　期中平均株式数(株) 20,163,347 60,057,393

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 －

親会社株主に帰属する当期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(株) 80,220 60,235

(うち新株予約権(株)) 80,220 60,235

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要

－ －
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(重要な後発事象）

　 取得による企業結合

　

(1）取得対象子会社の概要

① 商号 キャンシステム㈱（以下「キャンシステム」）

② 本店の所在地 東京都杉並区天沼二丁目３番１号

③ 代表者の氏名 代表取締役 工藤 嘉高

④ 資本金の額 50 百万円（平成30年２月28日現在）

⑤ 純資産の額 1,168百万円(平成30年２月28日現在)

⑥ 総資産の額 6,016百万円(平成30年２月28日現在)

⑦ 事業の内容 音楽・映像放送事業、セキュリティ事業、
カード決済関連事業、インターネット関連事業

⑧ 最近三年間に終了した各事業年度の連結売上高、連結税前利益及び連結純利益

決算期 平成28年２月期 平成29年２月期 平成30年２月期

売上高 5,515百万円 5,259百万円 5,188百万円

営業利益 277百万円 229百万円 400百万円

当期純利益 △355百万円 △458百万円 23百万円

⑨ 提出会社との間の資本関係、
　人的関係及び取引関係

資本関係
当社は、キャンシステムの普通株式
（所有割合10.0％）を保有しております。

人的関係 記載すべき関係はありません。

取引関係
貸付契約に基づく貸付を行っているほか、㈱USENは
当該会社との間で音楽放送サービス以外でのサービ
ス提携等の取引を行っております。

(注1) 上記数値は当社の会計監査人の監査証明を受けておりません。

(注2) キャンシステムは非公開会社であり連結決算を適用しておりません。

　 また、金融商品取引法に基づく決算を実施しておらず、過去の施設使用料としての未払金（以下、単に

　 「未払金」という）が、上記の総資産とは別に当該会社の直前事業年度末日において約40億円あり、今後

　 15年に渡って支払う予定がございます。

（2）取得対象子会社に関する子会社取得の目的

近年の音楽放送市場を取り巻く環境はインターネット技術の普及等により実質的な競争環境が大きく変化し

ております。その中で、㈱USENは平成27年８月６日にキャンシステムとの間で資本業務提携に係る契約および

資金貸付に係る契約（以下「原貸付契約」）を締結し、出資の受入れ、資金の借入れ、および音楽放送サービ

ス以外の業務での提携等の協力関係を継続してまいりました（なお、㈱USENが引き受けたキャンシステムの株

式及び原貸付契約に基づくキャンシステムに対する債権は当社に承継されております。）。しかし、事業競争

力を強化し音楽放送事業をはじめとする各種サービスを安定的に展開していくためには、当社グループとの間

でより強固な関係を構築するとともに、財務基盤を強化して現在キャンシステムが取り組んでおります事業構

造改革を加速させる必要があるとの判断から今般の合意に至ったものであります。

（3）取得対象子会社に関する子会社取得の対価の額

子会社取得の対価の総額は、5,614百万円を予定しております。

（注）貸付金の現物出資3,570百万円を含む
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（4）主要な取得関連費用の内容及び金額

現時点では確定しておりません。

（5）発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

（6）企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額ならびにその主な内訳

現時点では確定しておりません。
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